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2C21 
 デジタル化時代のイノベーション戦略 

- ICT 大国ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの同質性・異質性 
 

○渡辺千仭（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ国立大学/ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞﾕｳﾞｧｽｷｭﾗ大学） 
 

1. 序 

今日、ICT (情報通信技術) を中心とするｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの進展
にもかかわらず、先進国の経済成長が停滞していることに疑
問が投げかけられるようになってきていることに注目して、
2012 年の年次大会来、ICT の進展とその生産性向上との関
係を実証的に分析して、国家・企業を超えて 2 極化が顕在化
してきていることを明らかにし、2013 年の年次大会において、
その 2 極化の根源的要因にﾒｽを入れ、それが ICT の内包す
る二面性に起因することを明らかにするとともに、それに付随
する ICT 大国の同質性と異質性を浮き彫りにした。 

 
 

 

                

 
第 2 節では、ICT の地球的進展と 2 極化の実相に目を向け、

第 3 節で国家、企業を超えた 「大停滞」 (Cowen, 2011) の実
相をﾚﾋﾞｭｰする。第 4 節でその根源的要因たる ICT の二面性
を浮き彫りにして、その導くﾆｭｰﾊﾟﾗﾄﾞｯｸｽを第 5 節で実証する。
第6節では、その必然的帰結としてのｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝと消費の協創
の役割を明らかにして、ICT の二面性超克の唯一のｵﾌﾟｼｮﾝと
して、経済的価値を超えた超機能による ICT の誘発が不可避
であることを示す。第 7 節は、以上を総括して、不可避とした方
の具体的ｱﾌﾟﾛｰﾁの方策を示唆する。 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2. ICT 先進国のｼﾞﾚﾝﾏ－低成長・高福祉か、高福祉・低成長か 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

   
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                               

 
 
 
 
 

図 1. 世界 100 カ国の情報化と 2 極化 (2011). 図 1. 世界 100 カ国の情報化と 2 極化 (2011).

 
図 1．ICT 先進 12 カ国の成長率、競争力、福祉・幸福比較 (2013). 
資料：IMF, World Economic Forum (WEF), The Earth Institute, ILO, WHO. 

表 2 世界 ICT ランキングトップ 20 カ国 (2014) 

表 １ 世界 ICT ランキングトップ 5 カ国 (2011-2014)

今日のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化時代において、国や企業の競争力は ICT に大き

く依存 [12, 13, 26]。ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは、ICT の利活用において、

表 1, 2 に示すように、一貫して、世界ﾄｯﾌﾟの地位を堅持 [33, 35]。こ

れをてこに、両国は、国際競争力においても世界ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの地位を

堅持 [32, 34]。  
しかし、両国の発展軌道を比較すると、図 1 に示すように、「低成

長・高福祉」 (ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ) と｢高成長・低福祉｣ (ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ) の好対

照。同様の好対照は、北欧諸国 vs ｲｽﾗｴﾙ等 ICT 先進国共通に見ら

れ(参考 2)、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化時代のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略検討上の重要課題。 

( ) 内は、国際競争力ﾗﾝｷﾝｸﾞ 

( ) 内は、2013 年ﾗﾝｸ 
資料: The Global Information Technology Report (WEF).  

本稿では、この同質性と異質性の構造的要因に着目

し、一貫して、ICT 利活用で世界ﾄｯﾌﾟの地位を堅持し、

同時に世界競争力でもﾄｯﾌﾟｸﾗｽに位置するﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞとｼﾝ

ｶﾞﾎﾟｰﾙが示すﾄｯﾌﾟの秘訣ともいうべき多くの同質性と

裏腹に内包する顕著な異質性が、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの共進

化ｻｲｸﾙのｼﾌﾄ段階の違いによることに起因するとの仮説

て立脚してその立証を試みる。 
即ち、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝは、ICT の進展、ﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ変化、

及び国民選好の変容の 3 つのﾒｶﾞﾄﾚﾝﾄﾞの共進に依拠し、

それぞれが、「ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ主導の伝統的 ICT, GDP 成長、

経済価値の充足」の伝統的共進ｻｲｸﾙから、「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存、

GDP では計測できない非計測 GDP への依存、経済価値

を超えた超機能へのｼﾌﾄ」による新共進ｻｲｸﾙへのｼﾌﾄに則

り、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが伝統的共進ｻｲｸﾙのもと高成長・低福祉軌

道に立脚するのに対して、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞは新共進ｻｲｸﾙにｼﾌﾄし

て低成長高福祉軌道に立脚していることを実証する。 
 第 2 節は、この ICT 先進国の対照軌道に目を向け、第

3 節のﾒｶﾞﾄﾚﾝﾄﾞ変容を浮き彫りにする。第 4 節は、非計

測 GDP の計測を試み、これを用いて第 5 節で共進ｻｲｸﾙ

のｼﾌﾄを立証する。第 6 節はｼﾌﾄの帰結と対応をﾚﾋﾞｭｰし、

第 7 節で以上を総括する。 

( ) 内は、国際競争力ﾗﾝｸ
資料：The Global Information Technology Report (WEF),  

The Global Competitiveness Report (WEF). 
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3．メガトレンド変容への注目 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.  非計測 GDP の計測 

 
 
 
 
 
 
                                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
   
 
 
 
 

 

以上の仮説的見解を立証するために、ICT 先進国の非計測

GDP 依存状況を計測した。このため、ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ後に顕著にうか

がわれる世界的なﾎﾟｽﾄ大量消費社会の潮流に着目して、ICT・ｲ

ﾝﾀｰﾈｯﾄ及び経済的価値・それを超えた超機能が、消費の源泉

になる効用(消費の喜び)の誘発ﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑを分析 (図４)。消費

は、GDP の中核を占めるので、消費の喜びが、「計測 GDP」に依

拠するものであれば、効用→消費→GDP に通じることになるが、

効用が「非計測 GDP」にｼﾌﾄしている場合は、（GDP 値で計測する）

消費には反映しないことになる。 
従って、効用の消費への反映をあらわす消費の効用弾性値を

計測することによって、非計測 GDP への依存状況を計測した。 

 

図 3. 日本の国民的選好度のシフトトレンド (1972-2012).  資料：国民選好度調査 (内閣府、各年度) 

選
好
度  

％ 

 
 

図 2. ICT 主導経済における共進的メガトレンドのシフト. 

  
 
図 4. ポスト大量消費社会に向けてのイノベーション共進ダイナミズム.   数値は、1990-2012 の日本の例を示す。 

Y 
 

C(U) = a + bY 

Y: GDP, C: 消費、a: 基礎消

費,b: 限界消費性向、U: 効用、

V: 経済的価値、Q: 超機能、I: 
ICT ｽﾄｯｸ、J: ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存 

ﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ変化

ICT の躍進とそれに加速される国際化は、世界全体を図 2 
に示すように、ICT の進展・ﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ変化・国民選好の変容の

3 つのﾒｶﾞﾄﾚﾝﾄﾞが相互に共進しながら展開 [12, 18, 28]。国民

選好は、情報化・ｻｰﾋﾞｽ化・ｴｺ指向の潮流と軌を一にして、

世界的に、図 3 に見るように、経済的価値をﾍﾞｰｽとするもの

の豊かさ、から経済的価値を超えた超機能をﾍﾞｰｽとする心の

豊かさにｼﾌﾄ [6, 9, 10, 11, 31]。これは、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄのさらなる機

能を求め、その躍進を加速。それは、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ主導の ICT 世

界を根底から変革し、従来にないｻｰﾋﾞｽを続出させるが、そ

の多くは、従来の GDP では捕捉されない「非計測 GDP」が中

心となり、「非計測 GDP」社会を現出 [8, 27, 28, 29] (参考 3)。 

これは、国民選好の超機能ｼﾌﾄを触発し、ｲﾝﾀｰﾈｯ

ﾄのさらなる躍進を加速。かくして、伝統的 ICT → 
GDP の増大→ 経済価値の充足、の伝統的共進 
のｻｲｸﾙから、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存 → 
非計測 GDP 依存 → 超機能ｼ

ﾌﾄ、の新共進ｻｲｸﾙへのｼﾌﾄが

進行。先に見た、ICT 先進国の

好対照軌道は、この共進ｻｲｸﾙ

のｼﾌﾄの状況に依拠。 

Y
Y

(超機能はｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存と強い相関) 

図 4 に見るﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑ下において、効用は、ICT ｽﾄｯｸ及

びｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存に支配されるので、消費の効用弾性

値は、消費の ICT 弾性値及びｲﾝﾀｰﾈｯﾄ弾性値で構成  

されることに着目して、それぞれの弾性値を計

測して、図 5 に示すように、ICT 先進国の 

消費の効用弾性値を計測した。 

図 5 に基づき、図ﾞ 6,7 を活用して、図 8 
に示すように、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの非計測

GDP を計測した。（計測手法末尾参考 1） 
図 8 は、両国の非計測 GDP 依存の顕著な対

比を示し、両国のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存度からも首肯。



― 496―

 
 
 

  
図 

計 

 
 
 

 
5. 在来的共進ｻｲｸﾙから新共進ｻｲｸﾙへのｼﾌﾄ 
  以上の計測結果を活用して、図 2 に立脚して、「伝統的

ICT からｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存へのｼﾌﾄ」と「在来的 GDP から非計測

GDP 依存へのｼﾌﾄ」の相関を分析することによって、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ・

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ両国の共進ｻｲｸﾙのｼﾌﾄ状況を分析。 
 結果は、表 3 及び図 9 に示すように、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞが、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

の躍進に呼応して、2002 年以降、非計測 GDP を軸とする新

共進ｻｲｸﾙに移行しているのに対して、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは、依然、

在来的共進ｻｲｸﾙに固執していることがうかが判明。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9. ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの共進ｻｲｸﾙのｼﾌﾄ (1996-2013). 

以上によって、今日のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化時代における、在来

的 ICT からｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存へのｼﾌﾄ、在来的 GDP から

非計測 GDP へのｼﾌﾄ、国民選好の経済的価値からそ

れを超えた超機能へのｼﾌﾄの 3 ﾒｶﾞﾄﾚﾝﾄﾞのｼﾌﾄの中

で、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞがいち早く新共進ｻｲｸﾙにｼﾌﾄしているの

に対して、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは依然、在来ｻｲｸﾙに固執して、

その結果、高 GDP 成長率を誇るも、新機能への国民

選好のｼﾌﾄには応えきっていないことが立証。 

図 5. ICT 先進 6 カ国の消費の効用弾性値 (2013).  

図 6. ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの消費の効用弾性値の推移 (1994-2013).

図 7. ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの家計消費支出の推移 (1994-2013).
資料: UN Statistics Division, Household Final Consumption 

Expenditure (UN, 2014). 

図 8. ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの計測・非計測 GDP の推移 (1994-2013).

表 3 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ躍進と非計測 GDP 依存との相関 (1996-2013) 

変局点 
2000/01 
 
 
2001/02 
 
 
 
2002/03 
 
 
 
 
1998/99 
 
 
1999/00 
 
 
2000/01 

: 非計測 GDP 割合、I: ICT ｽﾄｯｸ、J: ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存度、D: ﾀﾞﾐｰ変数、 

( ) 内は、t-値 （すべて、1% 有意） 

新共進ｻｲｸﾙへのｼﾌﾄ 

在来的共進ｻｲｸﾙ

に固執 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの躍進 

非
計
測G

D
P

依
存 

 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存比較 
OLS: Online shopping 
 ﾌｨ ｼ 
依存度 % 93 75
OLS 経験率 
小売売上高割合 

48
9 

30
2 

B2B 世界ﾗﾝｸ 1 16
1960                        1990  1994              2013 2015 

1994                                 2013     1994                                     2013
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6．共進サイクルシフトの帰結と対応 
 6.1 帰 結 
 図 10 は、ICT 先進 12 カ国の GDP 成長率及び国際収支構
造を比較したものである。ICT 先進国の多くが低成長ながら、
海外からの収益の取り込みが国内収益の流出を凌駕している
のに対して、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙやｲｽﾗｴﾙは高 GDP 成長とは裏腹に負
の国際収支構造にさいなまされていることが判明。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
6.2 帰結の構造的背景 

 
 
  

自国人 
外国人 
（MNCｓ） 

 
 
自 国 

  
非計測 GDP 
 
 

好 評 
 
 
海 外 

 
計測 GDP 
 
 

不 評 

 

       GNI (GDP) 
 
 
             GNP << GDP 

海外からの収益の取り込み << 国内収益の流出 
 
図 11. 国内収益流出の構造 (ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの例) 
 
表 3 ICT 先進 12 カ国の ICT 誘発新ビジネスモデル(2013) 

                              
 
 

表 4 ICT 先進 12 カ国の産業のイノベーション力 (2013) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.3 強靭化戦略 

 
表 4 強靭化へのエンジンとブレーキ 

図 10. ICT 先進 12 カ国の GDP 成長率、国際収支構造 (2012, 13 平均). 

表 5  ICT 先進 12 カ国の労使関係良好度 (2013)

 
図 12. 新共進ｻｲｸﾙ環境に向けての強靭化成長軌道の選択. 

G
D

P

名目 GDP 成長率 
(2006-2013 平均）年率％ 

GNI/GDP 

所得収支/GDP 

海外から 

の収益の 

取り込み 

国内収益

の流出 

これは、図 11 に示すように、新共進ｻｲｸﾙへの世界的

潮流への乗り遅れへの結果に起因する。 

このような世界潮流への乗り遅れは、表 3 の新ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの

創出や、表 4 の産業のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ力の欠如からも指摘。 

従って、表 4 に示す強靭化へのｴﾝｼﾞﾝとﾌﾞﾚｰｷを直視した上で、

図 12 に示すような、時代潮流にそぐわない企業をおのずから淘汰

するような強靭化環境の強化を軸に、自国企業強靭化への好循

環ｻｲｸﾙを構築していくことが緊要である。その際、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙにお

いては、表 5 に示すｽｲｽ・北欧諸国にも比肩する世界に冠たる良

好な労使関係を縦横に活用することが肝要。 
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7. 結 論 
今日、ICT を中心とするｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの進展にもかかわらず、

先進国の経済成長が停滞していることに疑問が投げかけられ
るようになってきていることに注目して、一貫して ICT の進展と
その生産性向上との関係を実証的に分析して、国家・企業を
超えて 2 極化が顕在化してきていることを示し、それが ICT の
内包する二面性に起因することを明らかにするとともに、それ
に付随する ICT 大国の同質性と異質性を浮き彫りにした。 
本稿では、この同質性と異質性の構造的要因に着目して、

ICT 利活用で世界ﾄｯﾌﾟの地位を堅持し、同時に世界競争力
でもﾄｯﾌﾟｸﾗｽに位置するﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞとｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが示すﾄｯﾌﾟの
秘訣ともいうべき多くの同質性と裏腹に内包する顕著な
異質性が、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの共進化ｻｲｸﾙのｼﾌﾄ段階の違い
によることに起因するとの仮説を構築してそれを立証し
た。 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝは、ICT の進展、ﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ変化、及び国

民選好の変容の 3 つのﾒｶﾞﾄﾚﾝﾄﾞの共進に依拠し、「ｺﾝﾋﾟｭｰ
ﾀ主導の伝統的 ICT, GDP 成長、経済価値の充足」に則
った伝統的共進ｻｲｸﾙから、「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存、GDP では計測
できない非計測 GDP への依存、経済価値を超えた超機能
へのｼﾌﾄ」による新共進ｻｲｸﾙにｼﾌﾄしていることを明らかに
した。 
このｼﾌﾄ過程において、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが伝統的共進ｻｲｸﾙのも

とで GDP の高成長を享受しつつも国民選好の超機能ｼﾌﾄ
にはﾏｯﾁできずに低福祉軌道を余儀なくされているのに対
して、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞは新共進ｻｲｸﾙにｼﾌﾄして非計測 GDP 依存の
結果、低成長をかこつも国民選好の超機能ｼﾌﾄに応えて高
福祉軌道に立脚していることを実証した。 

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞは、非計測 GDP への依存にｼﾌﾄし、国民選好の
ｼﾌﾄに応えて福祉・幸福面では世界トップ水準を謳歌するが、
ﾕｰﾛ危機のもと、現実の低GDP成長への対処も強く求められ
ているのも否定できず、非計測GDP依存ｼﾌﾄがこの問題にい
かに応えうるかが次なる課題となっている。 

建国 50 周年を、経済成長・雇用確保・住宅・教育・医療整
備を成功裏に充足させつつ迎えたｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは、在来的共進
ｻｲｸﾙの優等生ぶりをいかんなく発揮した。しかし、一方で、
「窒息する社会」として、このｻｲｸﾙからの脱皮を求める声が高
まってきていることも否定できず、また、経済運営の中核を多
国籍企業に依存し、国内収益の流出が海外からの収益の取り
込みを上回る「自転車操業」に対する機械疲労が露呈しつつ
あるのも無視できない。ﾎﾟｽﾄ 50 年の開発軌道は、まさに在来
的共進ｻｲｸﾙから新共進ｻｲｸﾙへのｼﾌﾄ軌道をいかに構築す
るかにかかっている。 

新共進ｻｲｸﾙへのｼﾌﾄに当たっては、建国 50 年を主導した
政府のｱｾｯﾄを企業にﾄﾗﾝｽﾌｧｰしつつ産業のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ力涵
養し、社会経済全体の強靭化を図ることを眼目に、自らの強
靭化へのｴﾝｼﾞﾝとﾌﾞﾚｰｷを直視した上で、時代潮流にそぐわ
ない企業をおのずから淘汰するような強靭化環境の強化を軸
に、自国企業強靭化への好循環ｻｲｸﾙを構築していくことが緊
要である。その際、ｽｲｽ・北欧諸国にも比肩する世界に冠たる
良好な労使関係を縦横に活用することが肝要である。 

ICT 世界ﾄｯﾌﾟの両国の同質性と裏腹の異質性の構造要因
の解明を通じて浮き彫りになった「ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝは、ICT
の進展、ﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ変化、及び国民選好の変容の 3 つのﾒｶﾞﾄ
ﾚﾝﾄﾞの共進に依拠」し、「ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ主導の伝統的 ICT, GDP
成長、経済価値の充足」の伝統的共進ｻｲｸﾙから、「ｲﾝﾀｰﾈｯ
ﾄ依存、GDP では計測できない非計測 GDP への依存、経
済価値を超えた超機能へのｼﾌﾄ」による新共進ｻｲｸﾙへにｼﾌ
ﾄしているとの認識は、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝのさらなる革新を
図る上での鍵となることを深く肝に銘ずべきである。 
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参考 1 非計測 GDP の計測アプローチ          参考 2 ICT 先進 12 カ国の競争力構造比較 (2013) 

参考 3 非計測 GDP のソース 
 
1. While dramatic advancement of 
the Internet accelerated ICT 
advancement, it changed the 
computer initiated ICT world 
significantly. The Internet promotes 
a more free culture, the 
consumption of which provides 
utility and happiness to people. 
However, these utility and 
happiness cannot be captured 
through GDP figures that measure 
revenue (Lowrey, 2011) [8]. 
 
2. While advancement of ICT 
generally contributes to enhance 
prices of technology by increasing 
new functionality development, the 
dramatic advancement of the 
Internet reacts to decrease prices of 
technology due to its nature by 
freebies, easy copying and mass 
standardization (Cowen, 2011) [4], 
(Watanabe et al., 2014a) [28]. 
 
3. Emergence of un -captured GDP 
stems from identical nature of 
online intermediaries which provide 
platforms for the exchange of 
goods, services or information over 
the Internet. Sources and impacts of 
un-captured GDP include: B2B 
platform by e-commerce, Online 
advertising, free serch services, and 
customers preference shift to 
socio-cultural value (Copenhagen 
Economics, 2012, 2013) [2, 3]. 

資料: 図 1 参照. 




